山北町結婚新生活支援事業補助金交付申請について
●申請手順
　当該申請年度の前年度１月１日から翌年３月３１日までに婚姻を機に要した住宅取得費用、住宅賃借費用、引越費用、リフォーム費用について、申請してください。ただし、婚姻前に要した費用については婚姻から起算して１年以内の費用も対象とします。
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提出資料１～５はすべての申請者が提出する書類です。
	
	提 出 資 料 名
	備 考
	チェック欄

	１
	山北町結婚新生活支援補助金交付申請書
	様式第１号
	

	２
	婚姻届受理証明書又は
婚姻後の戸籍謄本（全部事項証明書）又は
パートナーシップ宣誓書受領証
	婚姻届受理証明書
婚姻後の戸籍謄本※１
パートナーシップ宣誓書受領証
	

	３
	新婚世帯の課税証明書
申請する日の属する年度の前年度分
・ただし、４～５月に申請する場合は前々年度分とする
	課税証明書（コピー可）※２
	

	４
	世帯全員の住民票の写し
別の住所となっている場合は、双方の住民票が必要
	世帯全員の住民票の写し
（続柄入り）（コピー可）※２
	

	５
	申請者の市区町村民税等に滞納がないことを証する書類
納税証明書の場合は、申請する日の属する年度の前年度分が必要
・ただし、４～５月に申請する場合は前々年度分とする
	納税証明書（コピー可）
未納税額のないことの証明書（コピー可）等※１
	


※１有効期限は発行日から１ヶ月以内　※２有効期限は発行日から３ヶ月以内
次の６～９の提出資料は申請する費用ごとに提出が必要な書類です。
	
	提 出 資 料 名
	備 考
	チェック欄

	６
	住宅取得費用
	当該戸建住宅取得が確認できる書類
	登記事項証明書の写し
登記完了証の写し
工事完了お引き渡し証明書の写し　等
	

	
	
	領収書等の写し
	支払いが確認できる書類　等
	

	７
	住宅賃借費用
	住居物件の賃貸借契約書
	賃貸借契約書の写し
	

	
	
	領収書等の写し
	支払いが確認できる書類　等
	

	８
	引越費用
	引越しに係る領収書等の写し
	支払いが確認できる書類　等
	

	９
	リフォーム費用
	リフォームに係る領収書等の写し
	支払いが確認できる書類　等
	


　　次の10～11の提出資料は該当の申請者のみ提出が必要な書類です。
	
	提 出 資 料 名
	備 考
	チェック欄

	10
	住宅手当が支給されている方
	住宅手当支給証明書
	様式第２号
	

	11
	貸与型奨学金を返済している方
	貸与型奨学金の返還額を証する書類の写し
	貸与型奨学金返還証明書　等
	




　　※請求書は定住対策課窓口又は町ＨＰにてダウンロードで取得できます。


（町ＨＰのＱＲコード）

町確認用
交付対象者の要件
　　確認内容１はどちらかに、２～５はすべてにチェックが入ります。
	
	確 認 内 容
	備考
	チェック欄

	１
	申請年度の前年度１月１日から翌年３月３１日までに婚姻届が受理された夫婦又はパートナーシップ宣誓の証明を受けた双方がともに３９歳以下の世帯であるか（限度額３０万円）
	婚姻届受理証明書
婚姻後の戸籍謄本※１
パートナーシップ宣誓書受領証
	

	
	申請年度前年度１月１日から翌年３月３１日までに婚姻届が受理された夫婦又はパートナーシップ宣誓の証明を受けた双方がともに２９歳以下の世帯であるか（限度額６０万円）
	
	

	２
	どちらかの住所が山北町内にある補助対象となる住宅の住所となっているか
	世帯全員の住民票の写し
（続柄入り）（コピー可）※２
	

	３
	申請者の市区町村民税等に滞納がないか
納税証明書の場合は、申請する日の属する年度の前年度分が必要
・ただし、４～５月に申請する場合は前々年度分とする
	納税証明書（コピー可）
未納税額のないことの証明書（コピー可）等※１
	

	４
	山北町内に１０年以上継続して定住する意思があるか
	交付申請書（７ 誓約）
	

	５
	世帯を構成する者が暴力団員でないか
	交付申請書（７ 誓約）
	


　　※１　証明書等の有効期限は発行日から１ヶ月以内
　　※２　証明書等の有効期限は発行日から３ヶ月以内
　　確認内容６～10は該当箇所のみ、11はすべての方にチェックが入ります。申請年度の４月１日から３月３１日までに要した費用であること。ただし、婚姻から起算して１年以内であれば対象です。
	
	確 認 内 容
	備考
	チェック欄

	６
	住宅取得費用
	登記事項証明書の写し
登記完了証の写し
工事完了お引き渡し証明書の写し　等
	

	
	
	支払いが確認できる書類　等
	

	７
	住宅賃借費用
	賃貸借契約書の写し
	

	
	
	支払いが確認できる書類　等
	

	８
	住宅手当(住宅・賃貸契約者)
	住宅手当支給証明書(様式第2号)
	

	９
	引越費用
	支払いが確認できる書類　等
	

	10
	リフォーム費用（内容は口頭確認）
	支払いが確認できる書類　等
	

	11
	補助申請額が年齢に伴う補助限度額以内の金額となっているか
	夫婦ともに３９歳以下：限度額３０万円
夫婦ともに２９歳以下：限度額６０万円
	


国庫補助金の要件
確認内容12～13はどちらかにチェックが入ります。14はいずれかにチェックが入ります。
	
	種　別
	合計所得
	国庫補助金
	チェック欄

	12
	夫  婦
	500万円未満
	地域少子化対策重点推進交付金
	

	
	
	500万円以上
	社会資本整備総合交付金
	

	13
	パートナーシップ
	500万円未満
	
	

	
	
	500万円以上
	
	


	
	確 認 内 容
	実 施 項 目
	チェック欄

	14
	新婚世帯双方の受講及び相談状況
	ライフデザイン支援講座の受講
	

	
	
	プレコンセプションケアに関する講座の受講
	

	
	
	医療機関への妊娠・出産に関する相談
	

	
	
	共家事・共子育て講座の受講
	


山北町結婚新生活支援補助金交付申請書　提出








町より交付決定通知書が届く








山北町結婚新生活支援補助金交付請求書　提出








結婚新生活支援補助金交付








